
令和２年度　包括外部監査結果に係る対応状況一覧
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27項目
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No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

１．危機管理総室

1

【防災対策推進事
業】
洪水ハザードマッ
プの印刷部数と在
庫管理について

担当課では、河川流域の地区の人口と保管すべき部数
を見積もって、印刷部数を決めているが、下表を見る限
り、印刷部数に対する在庫数の割合には、ばらつきが見
られる。特に、巴川・長尾川については印刷部数の3割
が日出町防災備蓄倉庫に残っている。印刷部数の見積方
法を再検証するとともに、せっかく作成したものを有効
に利用するために、河川流域で人が集まりやすい施設等
への配布を検討するべきである。

また、在庫管理資料を払い出した日付や数量も記録す
るなどの見直しをすべきである。

既存ハザードマップの印刷部数･配布状況及び在庫は下表のとお
りです。今後のハザードマップ作成業務では、流域の配布世帯
数、来庁した市民や関係機関への配布実績、出前講座の回数等も
踏まえて、印刷部数を算定します。

  ※内訳
 流域の世帯数（2,682部）
 来庁した市民、関係機関及び出前講座での配布（9,600部）

ハザードマップを有効活用するため、流域の生涯学習交流館や治
水交流資料館「かわなび」などに定期的に配布し周知を図りま
す。

また、在庫管理資料の記入項目には、種類と残数に加え、日
付、数量、持出し所属の記載欄を設け、残数を確認した日付が分
かるよう様式を変更しました。

措置済 令和４年度

2

【感震ブレーカー
設置費助成事業】
補助金支給に関す
る確認について

年間処理件数が約500件と多く、また、交付金額の計
算も複雑ではないため、申請案件ごとに、補助金交付要
綱を添付して回覧する必要性は実務的には乏しく、特
に、紙の回覧については無駄である。申請案件ごとの補
助金交付要綱を添付・回覧の方法について、検討すべき
である。

令和３年度から、補助金交付要綱は、交付決定と交付確定の２
回、稟議書に電子ファイルで添付することに変更し、紙回覧への
添付はしないこととしました。

措置済 令和４年度

令和４年度措置報告項目

特定の事件（テーマ）：防災に関する事業の財務事務の執行について

指摘事項

令和３年度措置報告項目
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3

【感震ブレーカー
設置費助成事業】
事業名称の不統一
について

事務事業総点検表も静岡市地震・津波対策アクション
プログラムも市のホームページなどで一般に公表されて
いるものであり、事業名称を統一させるべきである。

令和３年３月に、地震･津波アクションプログラムの修正を行
い、事業名称を事務事業総点検表と同じ感震ブレーカー設置費助
成事業に統一しました。

措置済 令和４年度

4

【感震ブレーカー
設置費助成事業】
活動指標と成果指
標について

申請件数を成果指標にしているが、申請しても、実際
には設置に至らないケースもあるので、設置件数（交付
件数）とすべきである。

令和３年度から、事務事業総点検表の成果指標を、「感震ブ
レーカー設置費補助金申請件数」から「感震ブレーカー設置件
数」に改めました。

措置済 令和４年度

5

【防災必需品備蓄
事業】備蓄食料更
新計画について

必要食料備蓄数に関する市の計算前提で、旅行者や出
張者も5.4食分の食料を確保できているとしている点
は、明らかに合理性を欠いており、「備蓄食料更新計
画」での見積計算を修正すべきである。現在の備蓄量約
100万食が「備蓄食料更新計画」の見積計算をもとに、
かなり余裕を持っているという認識のもとで維持されて
きているとすれば、備蓄量の見直しも検討すべきであ
る。

計算方法について検証した結果、監査人の計算式が合理的で正
確なことが確認できたことから、必要備蓄食料数を977,029食に修
正し、これまでどおり備蓄量約１００万食として維持していきま
す。

措置済 令和４年度

6

【防災必需品備蓄
事業】毛布やトイ
レの整備計画につ
いて

食料、毛布、トイレの必要数の見積計算における避難
所避難者数が品目によって異なっている。
品目によって災害レベルや時点の想定を変えて、避難所
避難者数を使い分ける合理性があると考えるのであれ
ば、その考え方を整備計画内で考え方の説明を明確に示
し、計画の実行中に前提となる状況が変わった場合など
に適切な見直しができるようにしておくべきである。避
難所避難者数を使い分ける合理的な根拠がないのであれ
ば、各品目の整備計画の前提について、一貫性や整合性
を持たせるような見直しをすべきである。

避難所避難者数の使い分けについて、一貫性や整合性を持たせ
るように、令和４年度に整備計画の見直しを図ります。

未措置

7

【防災必需品備蓄
事業】生活必需品
の分散備蓄につい
て

生活必需品の分散備蓄の状況は3つの区でかなりばら
つきがある。担当課は、避難所ごとの想定避難者数に基
づいた分散備蓄数の検討を行い、備蓄量のバランスを調
整することと、旧市町時代の不整合や格差を早期に解消
するべきである。

　以下のとおり２か年計画で備蓄数の調整を図っていきます。
① 分散備蓄数の現状調査（令和４年度）
② 分散備蓄計画作成、備蓄量の調整（令和５年度）

未措置
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8

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】施錠管理に
ついて

校舎や体育館のスペアキーを自主防災会に預けるかど
うかの判断、つまり、災害発生時の緊急対応と児童・生
徒の安全管理のどちらを優先するのか、という重要な問
題は、三者会合の協議や校長の判断にすべてを委ねるの
ではなく、危機管理課と市教委で、しっかり検討して、
市の基本的な方針やルールを設けて、関係者に示すべき
である。

また、三者会合の有無にかかわらず、学校のスペア
キーの保管者に関する情報を学校内部で確実に引継ぐよ
うな体制も必要である。

下記のとおり２か年計画で基本方針やルールづくりに取り組み
ます。
① 各地区支部のスペアキーの保管情況を調査、確認（令和４年
度）
② 基本的な方針やルールについて協議、関係者へ周知（令和５年
度）

　鍵の引継ぎについては各地区支部に依頼して確認します。

未措置

9

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】保管品の保
管状況について／
ロケーション図

保管場所のどこに、何が、保管されているのかを示す
ロケーション図が作成されていない。災害発生時の初動
対応をスムーズにできるように、誰でも、何が、どこに
置かれているのかを、すぐにわかるようにしておく必要
がある。

なお、ロケーション図は、定期的に更新をして、常に
新しいものを保管場所の目立つところに貼っておくべき
である。

市内には主要となる日出町防災備蓄倉庫及び秋葉山防災倉庫、
北部・東部・南部・長田・藁科コミュニティ防災センター及び蒲
原市民センター別棟倉庫の８箇所があります。そのうち、日出町
防災備蓄倉庫及び蒲原市民センター別棟倉庫については、既にロ
ケーション図を作成し、掲載済み（令和３年１月及び令和２年12
月）であります。

そして、残り６箇所のうち、秋葉山防災倉庫について、令和３
年度中にロケーション図を作成し、分かりやすい場所へ掲示しま
した。残り５箇所の備蓄倉庫については、備蓄品の保管状況が悪
く、備蓄品の整理を行う必要があることから、令和５年度までに
整理を行い、順次作成及び掲示を完了していきます。

なお、ロケーション図の定期的な更新のために、今後危機管理
総室に各備蓄倉庫のロケーション図と備蓄品の一覧を備え付け、
備蓄品を更新する都度照合を行い、必要に応じてロケーション図
を更新することとします。

措置済 令和４年度

10

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】保管品の保
管状況について／
保管品リスト

保管品の保管場所に、何が、どれだけ保管されている
のかを示す保管品リストが置かれていない。各施設にお
いて、複数の保管場所のどこに、何が、どれだけ保管さ
れているのかを示す保管品リストを作成し、誰でも、全
体の保管状況がわかるようにしておく必要がある。

また、保管品リストは、定期的に更新をして、常に新
しいものを保管場所の目立つところに貼っておくべきで
ある。

下記のとおり２か年計画で保管品リストの作成に取り組みま
す。
① 保管品の状況調査（令和４年度）
② 保管品リストの作成、掲示（令和５年度）

未措置

11

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】日出町防災
備蓄倉庫
保管品の保管状況
について

　以下の2点を見直すべきである。
ア. 乾電池の保管方法の見直し（使用期限で分別してお
く）
イ. 使用期限が過ぎているものを見つけて、より分けた
ときは倉庫に保管しないで、速やかに処分すべきであ
る。

ア．乾電池を含め廃棄するもの（使用期限が過ぎたものなど）
は、「廃棄物置場」と明示した場所に保管することとしました。
イ．廃棄物の処分は一定量をまとめて処分した方が経済的である
ため、処分するものだけを廃棄物置場と明示した場所に、処分日
まで保管します。今後も継続して実施していきます。

処分品の廃棄は令和２年度末に実施済、廃棄物置場の明示は令
和３年６月に実施済みです。

措置済 令和４年度
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12

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】日出町防災
備蓄倉庫
保管品の状態につ
いて

外側の包装の状態がかなり汚れており、中身を確認す
ると、劣化して、使える状態にない紙オムツと生理用品
が保管されていた。紙オムツと生理用品だけでなく、現
状に合っていないものを総点検して、使えないものは処
分するとともに、地域防災計画（資料編）も修正すべき
である。

　以下のとおり２か年計画で実施します。
① 紙オムツ、生理用品の廃棄処分。分散備蓄の総点検。（令和４
年度）
② 地域防災計画（資料編）の修正。（令和５年度）
※現在、紙オムツと生理用品は流通備蓄での対応となっていま
す。

未措置

13

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】安東小学校
保管場所の表示に
ついて

地域防災計画の資料編での保管場所の標記が実際の保
管場所と異なる。正確な標記に修正すべきである。

指摘のあった安東小学校における備蓄品の保管場所の標記につ
いて現状把握を行った結果、ペントハウスへの保管であったた
め、地域防災計画の資料編4-35「生活必需品の分散備蓄数」に記
載の保管場所を修正しました。

措置済 令和４年度

14

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】西豊田小学
校
保管品の保管状況
について／置き方

防災備蓄品と学校の用具の保管場所を明確に分け、非
常時の運び出しの通路を確保しておくべきである。

担当課も、通路の確保については、常に学校側に呼び
掛けているということであるが、当校のように保管場所
が独立したスペースではない学校については、形が崩れ
やすいので、定期的な確認が必要である。保管場所が独
立したスペースではない施設や、過去の巡回視察等で問
題点が検出された施設をリストアップして、定期的に施
設の担当者に保管状況のチェックリストを送り、チェッ
ク結果の報告を求めるなどの方法で担当課が効率的にモ
ニタリングするやり方を検討すべきである。

西豊田小学校には現場視察終了後に教頭に通路の確保を依頼
し、机を移動していただきました。

各地区支部への対応は、過去の巡回視察記録がないため、各施
設における保管リストの作成と掲出に係る指摘に対する措置と同
様に以下のとおり複数年計画で対応します。
① 令和３～４年度に各施設の現状把握を行い保管場所が独立ス
ペースではない施設をリストアップし、チェックリストを作成し
ます。
② 令和４年度から各地区支部に指示し、毎年の総合防災訓練又は
地域防災訓練時に備蓄状況の点検（モニタリング）を行います。

措置済 令和４年度

15

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】西豊田小学
校
保管品の保管状況
について／地域防
災計画（資料編）
との不一致

防災用の資機材が保管されている屋外倉庫の内壁に地
域防災計画（資料編）4－33「防災倉庫資機材一覧表
（標準）」のコピーが貼られているが、これは、あくま
でも標準装備品リストであり、実際の保管品とも違いが
確認された。

屋外倉庫の保管品リストを作成し、倉庫の入り口の目
立つ場所に置いて、誰でも、何がどれだけ保管されてい
るのか、わかるようにしておくべきである。

　下記のとおり２か年計画での実施を予定しています。
① 屋外倉庫の保管品調査（令和４年度）
② 保管品リストを作成、掲示（令和５年度）

未措置

16

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】蒲原市民セ
ンター
保管場所の表示に
ついて

地域防災計画の資料編4-35「生活必需品の分散備蓄
数」には、当施設の保管場所を「別棟建物」として表示
しているが、実際は、当施設の敷地内にあるプレハブ倉
庫3つに分散して保管されている。「別棟建物」が敷地
内にある3つのプレハブ倉庫を示していることがわかり
にくく、また、3箇所に分散して保管しているという情
報も伝わらない。できるだけ正確な標記に修正すべきで
ある。

指摘のあった蒲原市民センターにおける備蓄品の保管場所の表
記について、令和３年度までに現状把握を行い、地域防災計画の
資料編4-35「生活必需品の分散備蓄数」に記載の保管場所を令和
４年度に正しく分かりやすく表記します。

未措置
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17

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】蒲原市民セ
ンター
保管品の保管状況
について／地域防
災計画（資料編）
との不一致

倉庫には、旧蒲原町時代に購入されたものがかなり多
く保管されていて、これらの中には、たとえば、避難所
でのパーテーション用の段ボールのように、静岡市とし
ては、標準の資機材になっていないため、あえて4－34
「防災用資機材備蓄一覧表」には記載していないものが
ある。

地域防災計画資料には、静岡市として備蓄する標準の
資機材だけを記載するとしても、現場の保管リストには
実際の品目と数量を記録しておくべきである。

　下記のとおり２か年計画での実施を予定しています。
① 蒲原市民センターを含め、全体の備蓄資機材の調査（令和４年
度）
② 保管品リスト作成及び掲示（令和５年度）

未措置

18

【防災備蓄品の保
管状況（現地視
察）】清水有度第
二小学校
保管品の保管状況
について

市の防災備蓄品のスペースに卒業生のタイムカプセル
が保管してあった。卒業生のタイムカプセルは、児童と
職員の食料と水が保管している隣の倉庫スペースに保管
すべきである。

卒業生のタイムカプセルは隣の倉庫スペースに移動してもらい
ました。

今後も市の備蓄品と、学校の備蓄品が混同しないよう、わかり
やすく区別して保管します。

措置済 令和４年度

19

【地域防災計画】
表記の見直しにつ
いて

地域防災計画には、表記を見直すべき点が散見される。
できるだけわかりやすい表示に見直すべきである。

静岡市地域防災計画（一般対策編・地震対策編・津波対策編・
資料編）において、分かりにくい表現のほか、記載誤りや記載漏
れ、時点修正の未反映などがありました。

このため、指摘事項も含め、地域防災計画を再確認した上で、
分かりやすく、適正な表現とするほか、最新の情報の反映、補足
説明を追加するなど、必要な見直しを行い、令和３年１月28日に
静岡市防災会議において、静岡市地域防災計画（一般対策編・地
震対策編・津波対策編）を修正するとともに、同計画（資料編）
についても、令和３年４月に修正しました。

措置済 令和４年度

20

【地域防災計画】
要配慮者利用施設
の災害予防計画に
ついて

要配慮者利用施設においては、健常者が利用する施設
以上に、災害時の避難や訓練の計画を事前に策定してお
くべきである。その点、市内に931ある対象施設のう
ち、計画の報告がない施設が130もあるという状況は問
題がある。

計画の作成や報告の責任は施設管理者にあるが、市長
への報告義務や市長の公表権限があるということは、市
は管理する責任を負っていると考えるべきであり、その
意味で、市の管理が甘いと言わざるを得ない。

今後、対象施設に指定されてから一定期間を経過して
もなお市に計画を提出しない施設については、その旨を
公表するなど、市として、厳格な対応を検討すべきであ
る。

要配慮者利用施設の安全・安心を確保するため、避難確保計画
の提出状況は、施設所管課ごと管理し、危機管理総室が市全体と
しての管理をしています。

避難確保計画の提出については、年度当初に施設所管課から文
書による指導をしてきましたが、その後の各施設への働きかけが
不足していました。

このため、令和３年４月に施設所管課と施設の管理者等に対す
る計画の提出及び訓練の実施、今後の指導方法について協議し、
今後は、施設所管課において年度当初の文書による指導に加え、
計画が未提出の施設に対する個別の電話連絡、更には個別訪問に
より計画の提出を指示するなど、指導方針を見直すことで、各施
設における計画の策定・提出率を100％とするよう取り組んでいき
ます。

未措置



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

21

【地域防災計画】
食料供給計画につ
いて

食料や水など個人が使用する生活必需品の確保につい
ては、確保すべき最低限の量をどのような計算に基づい
て決めているのか、ということを地域防災計画の中で明
確に示し、防災会議のメンバーにも説明すべきであると
考える。

また、市は、市民に対して、備蓄に関する考え方を具
体的な数字で示すことで、厳しい現実を明確に伝え、食
料や水の家庭内備蓄に関する理解と自分の身は自分で守
らなければならない「自助」への備えを強く求めるべき
である。

令和３年度内にホームページに備蓄に関する具体的な数字を示
します。また、令和４年度に地域防災計画を修正します。

未措置

22

【地域防災計画】
医療・生活必需
品・その他の物資
供給計画について

合併前の旧静岡市、旧清水市、旧蒲原町、旧由比町時
代の備蓄品がそのまま保管され、合併後も、整理が進ん
でいないことから、葵区、駿河区、清水区でかなり偏り
が見られる。

資機材や生活必需品の防災備蓄について、静岡市とし
て、備蓄すべき品目と数量を明確にし、統一的な運用を
行うべきである。

旧市町時代に購入された資機材等で、今の静岡市とし
ては標準備蓄品にはしないものについて、継続して保管
する場合には、標準備蓄品とは区別して、地域防災計画
の資料編に記載するか、地域防災計画の資料編には標準
備蓄品だけを記載して、旧市町時代のものは各現場の備
蓄品リストにだけ掲載する等の見直しをすべきである。

　以下のとおり２か年計画での実施を予定しています。
① 備蓄品の調査及び管理方法の検討（令和４年度）
② 保管品リスト作成、地域防災計画（資料編）への掲載（令和５
年度）

未措置

23

【地域防災計画】
公共建物番号の標
示について

地震発生時のヘリコプターなどからの救援・救護活動
を迅速かつ的確に行えるように小学校等の公共建築物及
び指定した病院の屋上に番号を標示するとしているが、
実際には、標示が見えないものがある。

担当課は、まず、建物番号の標示の状況を定期的に確
認して、資料編4－41「公共建物番号標示一覧表」に、
標示のある建物と、無い建物が区別できるように印をつ
けるなどの修正を加えるべきである。また、標示の無い
建物については、所管課を通して、今後の予定などを確
認し、標記を働きかけるべきである。

地域防災計画（地震対策編）において、災害発生時にヘリコプ
ター等による救援・救護活動を迅速かつ的確に行うため、小学校
の屋上等に番号を標示するとしており、同計画の資料編「公共建
物番号標示一覧表」に建物番号を記載しています。

しかしながら、現在、標示されていない建物の状況を把握でき
ておらず、また、計画上の表記についても、標示の有無について
区別ができない状態となっています。

このため、令和３年６月に施設所管課に公共建物の標示の状況
（標示の有無・劣化状況等）を確認するよう依頼し、31施設にお
いて、標示されていない、または、劣化していることを確認しま
した。

今後、施設の標示状況が適切でない建物については、改めて標
示し直すなど、必要な措置を講じていきます。
なお、計画の表記については、建物標示の状況を確認し、修正を
行いました。

未措置



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

24

【地域防災計画】
業務継続計画につ
いて

市は、外部のコンサルティング会社に委託して
2016(平成28)年3月に業務継続計画を策定しているが、
具体的な実行計画ではなく、解決すべき課題と取り組む
べき事項がまとめられているだけで、今のままでは、実
際に被災してもほとんど役に立ちそうにない。その後、
対処すべき課題への対処は完了時期が未定のものが散見
される状況で、計画の更新も全く行われていない。

担当課は、業務継続計画を被災時に使える実行計画に
仕上げていくべきである。そのためにも、対処すべき課
題については、各所管課の対応状況をモニタリングする
など、防災に関するとりまとめ役としての役割を適切に
果たすべきである。

平成28年3月に業務継続計画（地震対策編）を策定以降、見直し
を実施しておらず、最新の計画となっていないことに加え、非常
時における優先業務の項目についても、具体的な業務内容とされ
ていないため、緊急時に対処すべき事項が分かりにくい計画と
なっていました。

また、計画における業務継続の課題と今後の取組についても、
進捗管理が徹底していませんでした。

このため、①令和４年度に所管局に現在の所掌事務や実務の状
況を踏まえた最新の業務継続計画とするよう見直しを依頼するこ
と、②非常時における優先業務の項目を細分化するほか、実効性
のある具体的な業務内容を令和５年度までに見直すこと、③現状
を踏まえた業務継続の課題を見直すとともに、課題に対する今後
の取組が確実に実施されるよう、所管局に対し令和５年度以降毎
年度モニタリングを実施し、進捗状況の把握に努めること、とす
ることで、非常時に対応できる業務継続計画としていきます。

措置済 令和４年度

２．保健福祉長寿局　生活衛生課

25

【災害時救護所管
理費】
委託・請負等の契
約について

　滅菌作業に関する再委託契約書に、権利義務の譲渡の
禁止に関する規定内容部分の記載が欠落していた。担当
課は、再委託契約書の内容を確実に確認する必要があ
る。

今回指摘を受けた不備は、再委託された業務に関する手続の取扱
いについての認識が課内で共有されていなかったことによるもの
です。そこで、改めて課内で再委託の契約の取扱い方法について
供覧し、周知を行いました。
また、指摘のあった令和元年度の委託業務については、再委託を

認めた滅菌業務について実施状況を確認し、委託業務管理報告書
により適切な執行であったことを確認しました。

措置済 令和３年度

26

【災害時救護所管
理費】
廃棄物処理の確認
について

廃棄物処理施設の状況に関するチェックシートの訂正
処理が不完全のものが検出された。担当課は、チェック
リストに実施者と上席者の確認欄を設け、事後的に
チェックされた状況がわかるようにするなど、運用方法
の見直しをすべきである。

今回のチェック漏れは、リストの中の「契約書の保管がされて
いるか」の欄のチェックに取り消しの訂正がされていたもので、
押印の済んだ契約書を渡した後に再度チェックを入れることを失
念していたことが原因です。

そこで、現場の実地確認後に、担当者と係長とでチェックリス
トに記載漏れ等がない旨、ダブルチェックしたことを明らかにす
るために担当者と係長の押印欄を設けました。

また、リストの訂正部分の現在の状況が調査の担当者以外には
分かりにくい状態だったため、注意事項があるような場合には、
確認漏れを防ぐために付箋によるメモを貼付することとしまし
た。

措置済 令和３年度

３．都市局　建築指導課

27

【わが家の専門家
診断事務経費】
委託・請負等の契
約について

当事業の委託契約は、複数の者の見積り合わせ等によ
り調達すべき案件であるが、見積り合わせ等を行わずに
単独随意契約としている。単独随意契約にするのであれ
ば、業者の比較検討内容をできるだけ明確に業者選定理
由書に記載すべきである。

過年度において、業務実施が可能な３者に対し、受注可能かど
うかの意向確認を行っており、うち２者においては、主業務であ
る設計・監理業務に加えて、年間予定件数を診断することは人員
的にも難しいことから、受注意向は無いことを確認していました
が、業者選定理由書に、その比較検討内容を明確に記載していま
せんでした。今後は、毎回、事前に受注可能かどうかの意向確認
をし、事業決裁等に明確に記載することとします。

措置済 令和３年度
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28

【わが家の専門家
診断事務経費】
活動指標の設定に
ついて

3つの活動指標のうち、ダイレクトメールの実施につ
いては、実績数が、直近3事業年度に大きく増加してい
て、目標値と実績値が大きく乖離している。

事業を進めるにあたり、どのような場所や対象者に向
けて説明会などを行うべきなのか、それに向けて、どの
くらいのダイレクトメールを送る必要があるのか、とい
う計画を策定し、その計画に沿った活動指標を設定して
実行し、成果を検証することで、次年度以降のより効果
的な説明会やダイレクトメールの実施を見直していく
PDCAサイクルにすべきである。

　令和２年度の活動指標の目標値を見直しました。
３つの活動指標のうち、指摘のあったダイレクトメールの実施及
びイベントでのＰＲ・相談会等の実施における令和２年度活動指
標の目標値を、送付予定地区における対象件数等に見直しました
（ダイレクトメール：500件→5,000件、相談会等：10回→７
回）。

その成果を検証し、目標値を必要に応じて見直すことにより、
次年度以降、より効果的な説明やダイレクトメールを実施してい
きます。

措置済 令和３年度

29

【要緊急安全確認
大規模建築物耐震
対策事業】
要綱の文言不備に
ついて

「静岡市住宅・建築物等耐震化促進事業費補助金交付
要綱（以下、「要綱」という。）」の文言に不明瞭な
点、記載誤りが検出された。直ちに修正すべきである。

文言に不明瞭な点、記載誤りの指摘に対し、修正（要綱改正）
しました。

要綱改正時に十分な確認がなされていなかったことが原因であ
ります。今後は、これまで以上に、複数による段階的チェックに
より、正確かつ明瞭な要綱となるよう努めます。

措置済 令和３年度

30

【要緊急安全確認
大規模建築物耐震
対策事業】
活動指標について

活動指標は、対象建築物所有者の確認と連絡を掲げて
いるが、目標値の22件は、事業開始当初の民間大規模建
築物の件数であり、耐震対策が完了していない3件以外
は、すでに耐震補強工事や解体・撤去、建替え等が完了
している物件に対して、定期的な事後確認をしているに
過ぎない。

耐震対策が完了していない3件に対して、具体的なア
クションプランを作成し、それに沿った活動指標を設定
すべきである。

令和２年度の活動指標の目標値を見直しました（これまでは、
対象建築物67棟のうち、民間建築物22棟を目標値としておりまし
たが、耐震対策が完了していない３件を目標値に変更しまし
た。）。

また、耐震化を実施中・未実施の３棟については、今後、状況
確認と耐震化の必要性を、個別訪問等により継続して説明し、令
和５年度末までの耐震化に向けて検討及び実施をお願いしていき
ます。

措置済 令和３年度
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31

【木造住宅耐震補
強事業費補助金】
成果指標について

事務事業総点検表での「成果指標」の設定と、静岡市
地震・津波対策アクションプログラムでの「目標指標」
の設定が大きく乖離しているという状況は是正すべきで
ある。事務事業総点検表での「成果指標」では、過年度
の実績の平均から目標値が算出されているが、ゴールに
到達するには、毎年、どのくらい件数を増やさなければ
いけないという視点を加えるべきである。また、アク
ションプログラムでの目標値の設定については、県の目
標値に合わせているが、市の実情に照らして明らかな乖
離があるのであれば、次の更新時には、市独自の目標値
の設定を検討すべきである。

アクションプログラムにおける目標指標については、「第２次
静岡市耐震改修促進計画」の目標指標と合わせた、大きな目標方
針を記載しており、アクションプログラムの目標値である耐震化
率は、補強工事の他に、建替えや除却の件数も反映した算定と
なっております。

また、令和３年４月１日施行にて策定した「第３次静岡市耐震
改修促進計画」を反映し、目標年次を、令和２年度末から７年度
末に変更しております（国の方針等を踏まえ、目標率95％はその
まま。）。

その目標指標の達成に向け、事務事業総点検表での目標値は、
当事業が予算に伴うものでもあるため、予算に伴わない建替えや
除却を除いたものを前提としています。

耐震化率を事務事業の総点検の成果指標とすると、当該事業以
外の建替えや除却件数が達成度に影響することとなり、またそれ
は推計値でもあることから、耐震化率を事務事業の目標値に設定
することは難しい状況にあります。

また、耐震化率95％にするための毎年の耐震化すべき件数は想
定できますが、あくまで建替え及び除却を含めた件数となるの
で、耐震化率の要素の一つである木造住宅耐震補強工事支援件数
を事務事業の目標値とし、活動指標である周知啓発に力を入れ、
目標値以上の事業実施に取り組み、耐震化率95％を目指していき
ます。

なお、アクションプログラムについては、上述のとおり、「第
３次静岡市耐震促進計画」と整合を図っていることから、目標年
次については変更しましたが、目標値の変更の予定はありませ
ん。

措置済 令和３年度
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【建築物耐震補強
事業費補助金】
成果指標について

事務事業総点検表での「成果指標」の設定と、静岡市地
震・津波対策アクションプログラムでの「目標指標」の
設定が大きく乖離しているという状況は是正すべきであ
る。事務事業総点検表での「成果指標」では、所有者か
らの聞き取り調査などから実際に支援につながりそうな
件数を目標値に設定しているが、ゴールに到達するに
は、毎年、どのくらい件数を増やさなければいけないと
いう視点を加えるべきである。また、アクションプログ
ラムでの目標値の設定については、県の目標値に合わせ
ているが、市の実情に照らして明らかな乖離があるので
あれば、次の更新時には、市独自の目標値の設定を検討
すべきである。

アクションプログラムにおける目標指標については、「第２次
静岡市耐震改修促進計画」の目標指標と合わせた、大きな目標方
針を記載しており、アクションプログラムの目標値である耐震化
率は、補強工事の他に、建替えや除却の件数も反映した算定と
なっております。

また、令和３年４月１日施行にて策定した「第３次静岡市耐震
改修促進計画」を反映し、目標年次を、令和２年度末から７年度
末に変更しております（国の方針等を踏まえ、目標率95％はその
まま。）。

その目標指標の達成に向け、事務事業総点検表での目標値は、
当事業が予算に伴うものでもあるため、予算に伴わない建替えや
除却を除いたものを前提としています。

耐震化率を事務事業の総点検の成果指標とすると、当該事業以
外の建替えや除却件数が達成度に影響することとなり、またそれ
は推計値でもあることから、耐震化率を事務事業の目標値に設定
することは難しい状況にあります。

また、耐震化率95％にするための毎年の耐震化すべき件数は想
定できますが、あくまで建替え及び除却を含めた件数となるの
で、耐震化率の要素の一つである建築物耐震補強工事支援件数を
事務事業の目標値とし、活動指標である周知啓発に力を入れ、目
標値以上の事業実施に取り組み、耐震化率95％を目指していきま
す。

なお、アクションプログラムについては、上述のとおり、「第
３次静岡市耐震促進計画」と整合を図っていることから、目標年
次については変更しましたが、目標値の変更の予定はありませ
ん。

措置済 令和３年度

33

【狭あい道路拡幅
整備事業費】
補助金の支給に関
する確認について

当事業の工事費用（塀等の撤去など）に対する助成額
については、消費税込みの金額を前提に規定されている
が、2003(平成15)年4月の設定以来、要綱の改定が行わ
れていないため、消費税率を5％とする計算が基礎に
なったままである。

今後、助成額の定期的な見直しをルーティン化させる
ために、見直しの時期や頻度を要綱に定めておくことが
望ましい。

また、消費税の改正に対しては、上記の定期的な見直
しとは別に、改正の都度、適時に見直しを行うべきであ
る。

御指摘を受け、助成額の算定基礎となる消費税率を５％から
10％に見直し、令和５年４月１日から適用する予定です。

今後は、助成額の見直しを、定期（５年に１回を目途）及び随
時（消費税率の改正の都度）に行うこととし、このことを「事務
処理マニュアル」に記載します。

措置済 令和４年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

４．都市局　住宅政策課

34

【市営住宅耐震対
策事業】
活動指標の見直し
について

　当事業の活動指標は、「市営住宅の解体工事の実施」
を掲げ、直近3事業年度は、目標値も実績値も「解体工
事完了」と標記しているが、活動量がよくわからない。
　担当課は、2020(令和2)年度以降の解体工事の計画に
ある解体棟数を活動指標の目標値に掲げるべきである。

令和３年度は、上記のとおり解体棟数を活動指標の目標値とし
ます。
　今後は、この指標に基づき、計画的に事業を進めていきます。

措置済 令和３年度

５．建設局　建設政策課

35

【急傾斜地崩壊対
策事業費】
地元自治会から要
望を受けた際の対
応について

用地買収に合意していた地権者が、県からの工事の事
業化を受け、区域指定の申請のための区域案の作成をす
る段階になってから用地買収に応じず、説得交渉に多大
な業務負担が生じるケースがある。

今後、新たに地元自治会から要望があった場合には、
用地を買収することになりそうな土地の地権者に対して
は買取単価を明確に伝えるとともに、同意書などによっ
て、地元自治会内での合意形成を文書化してから、県へ
の副申をするように見直すべきである。

また、既に県への副申をしているもので、まだ、県が
選定・事業化されていないものが2019(令和元)年度末時
点で118件あるが、これらについても、地元自治会を通
じて、地権者に買取単価を明確に伝え、用地買収に難色
を示す地権者の有無を確認しておくべきである。

急傾斜地崩壊対策事業は、①地元自治会等から市への要望に基
づき、②市が県に要望（副申）を提出し、③県が対象地として選
定し、④市がその対象地を測量し区域案を作成し県に申請を行
い、⑤県が市から申請のあったものに対して順次、工事が行われ
ます。

しかし、事業要望時点で事業に合意していた地権者が、県から
の工事の事業化を受け、区域指定の申請のための区域案の作成を
する段階（上記④）になってから、用地買収の要件などの交渉が
難航し事業が進まないケースがあります。

そのため、令和３年４月には地元自治会等が市に提出する要望
書の様式に静岡県との協議の上で用地買取価格等の留意事項を加
え、さらに、自治会等から要望を受けた際にも用地買取価格等に
ついての説明を実施することとし、要望段階における認識の相違
を抑制する仕組みを整えました。

なお、すでに県に副申している継続要望案件についても、自治
会長などを通じて関係自治会等に用地買取価格等の周知を今年度
中に完了するよう順次進めていきます。

措置済 令和３年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

６．建設局　河川課

36

【 河 川 改 修 事 業
費】
活動指標について

当事業では、河川工事を実施・完了する地区の数を活
動指標と成果指標にしている。地区別浸水対策施設整備
実施計画では、1つの地区の工事で、複数年どころか複
数計画期間にまたがるものもあるため、地区の数を単位
にすると、年度単位の活動や成果の量を示すことは難し
い。成果指標については、過去からの累計ベースで事業
の成果や進捗状況を示す意義はあるとしても、活動指標
については、工事対象地区の数は、あまり意味のない指
標になっている。

当事業は、年間10億円近い事業費が使われていること
を考えると、活動指標について、もう少し丁寧に示す工
夫をする必要があると考える。

直近の状況では、工事を行っている地区が2つしかな
いことから、たとえば、広域河川改修事業（管理
No.23）のように、活動指標を工事対象地区ごとに分け
て、河川工事の延長数にするなど、年度ベースの活動
量、目標管理の状況がわかるような見直しをするべきで
ある。

令和３年度の事務事業総点検表の活動指標の目標値において、
これまでの事業実施箇所数に加えて、実施箇所における完了割合
（パーセント）で示すことで、進捗状況をわかりやすく表現する
こととしました。

措置済 令和３年度

37

【 河 川 構 造 物 耐
震 ・ 津 波 対 策 事
業】
活動指標について

2つある活動指標のうち、「浜川水門の耐震・嵩上げ
工事」について、目標値・実績値を「実施」として表示
している。行われるべき工事を「実施」するのは当たり
前のことであり、適切な指標設定ができていない。

活動指標は、活動量がわかるように設定して、目標管
理すべきものである。工事の内容によって、数量単位も
変わるのであれば、事業費(金額)ベースで示すことも検
討すべきである。

向島排水樋管の耐震化、津波対策については令和３年度に完了予
定であるため、目標値を「完了」としました。（浜川水門及び特
殊堤については、令和２年度に完了済）

今後、耐震・津波対策が必要な施設のうち、旧大谷川排水ポン
プ及び排水樋管は設計が完了し、事業規模（事業費）を算定して
いますが、新川や浜田川、他河川へのフラップゲート等の設置に
ついては、令和３年度以降に設計を進め、事業規模（事業費）を
算定していく状況となっています。

このことから、令和３年度の事務事業総点検表における活動指
標の目標値については、事業規模が明確となっている「施設名」
としました。

措置済 令和３年度

38

【 河 川 構 造 物 耐
震 ・ 津 波 対 策 事
業】
事業計画の策定・
遂行について

計画期間全体の事業の内容・対象構造物、工事予定時
期について、優先順位の高い浜川水門など数件について
は予定があるものの、それ以外については、明確な工事
予定時期や優先順位などが確認できなかった。

当事業の目的は、津波から市民の命を守るための施設
を整備することであり、事業を予定された時期までに確
実に完了させることが強く期待される。担当課は、確実
に事業を進めていくためには、事業対象施設の工事予定
時期や優先順位などを明確にした中長期的な計画を策定
する必要がある。

優先順位の高い浜川水門及び特殊堤並びに向島排水樋管の耐震
化については令和３年度までに完了しました。

また、旧大谷川排水樋管の耐震補強については、令和５年度の
完了予定となっています。その他の対象施設については、令和３
年度から令和４年度にかけて、事業予算や計画期間などを算出
し、令和５年度から令和１２年度までの実施計画を作成しまし
た。

措置済 令和４年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

39

【特定海岸保全施
設 整 備 事 業 負 担
金】
成果指標について

成果指標は、市が支出している負担金に対して、どれ
だけの成果が出ているのかを明確に示すように設定すべ
きである。また、「事業費が予定どおりに執行されたこ
とから、進捗率が100％とする」という考え方も、
2018(平成30)年度に清水海岸で行われた養浜工事のよう
に、離岸堤の嵩上工事の進捗には直接的につながらない
ものもある、という点で合理性に欠けている。

当事業の目的に照らせば、事業の成果は、離岸堤の嵩
上工事がどれだけ進んだのかということであり、成果指
標は、累計の嵩上工事の延長数（ｍ）ベースで進捗率を
示すべきである。

指標に合理性を持たせることの重要性に鑑み、令和２年度から
事務事業総点検表における当該事業計画の成果指標の目標値を工
事延長に改めることとしました。

措置済 令和３年度

40

【巴川総合治水対
策促進経費】
排水ポンプ等の維
持管理事業におけ
る活動指標と成果
指標について

当事業では、遊水機能保全活動を行う土地所有者に対
する報償金の交付だけではなく、巴川流域における排水
ポンプ等の維持管理も行っているが、活動指標と成果指
標は、報償金に関するものばかりである。排水ポンプ等
の維持管理についても活動指標と成果指標を設定すべき
である。

令和２年度の事務事業総点検表において、活動指標に「排水ポ
ンプ点検回数」を追加しました。成果指標については、令和３年
度の事務事業総点検表において、「維持管理不足による浸水被害
件数」を設定しました。

措置済 令和３年度

41

【巴川総合治水対
策促進経費】
報償金の交付単価
について

実際の報償金の計算に適用されている単価(「実際単
価」とする)は、2016(平成28)年度から2017(平成29)年
度まで算定単価を大きく上回る水準で固定化されてい
る。

実際単価が算定単価を上回ることは、要綱で容認され
るとしても、乖離率が大きく、実際単価が継続して固定
化されている状態は、算定価格の計算が実情に合ってい
ないことと、要綱が定める毎年度の見直しの趣旨が形骸
化していることを示している。算定価格の計算方法と実
際単価の決定方法について、見直すべきである。

算定単価の算出方法については、遊水機能保全の観点から政策的
に判断し,洪水による㎥当たりの作物減収損失を想定し、米生産者手取
額、基準収穫量及び農作物共済金額から算定しています。
実際単価の決定方法については、算定単価の変動状況や予算を加
味し、毎年度事業決裁により決定することとしました。

措置済 令和４年度

７．建設局　道路保全課

42

【道路橋の耐震補
強】
対象となる道路橋
の選定結果の文書
化について

2019(平成31)年3月に策定された「道路橋耐震化計
画」には、耐震対策の優先順位の考え方もまとめられて
いるが、実際に当事業計画期間の対象として選定された
22橋について、選定理由などをまとめた文書は特にな
く、担当課からは、「予算等の制約を考慮しながら、継
続中の事業や優先順位の高い橋梁から選定した」との回
答を得ている。

当事業のように、市民の生命や安全に関わる内容で、
工事対象が多数存在し、その中から優先順位をつけなが
ら計画的・段階的に進めていかなければいけない事業に
ついては、担当課に対して、事業の対象を公正中立に選
定することが強く求められる。

道路橋の耐震補強の優先順位を明確にするべきという指摘に対
し、以下の対応を行いました。

道路橋の耐震補強は、平成31年３月に策定した「道路橋耐震化
計画」に基づき、令和元年度から令和12年度 までに103橋の実施を
目指しています。これまでは、予算等の制約を考慮しながら継続中の事
業や優先順位の高い橋梁等から実施可能な工事を選定し、事業を進め
てきました。
このたび、被害が発生する可能性と路線の重要性を組み合わせ、事
業の優先順位の検討を行い、耐震事業の優先順位を示した「耐震化
令和4年度以降工事着手予定橋梁一覧」 を作成するとともに、橋梁の
維持管理全体の事業計画「個別施設計画（健全化・耐震化編）」を改訂
し、令和３年９月末 にホームページにて公表を行い、その後令和４年３
月末に更新しております。

措置済 令和４年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

８．消防局　財産管理課

43

【常備消防庁舎施
設整備事業】
成果指標の計算方
法について

当事業では、成果指標として消防庁舎の改修工事の進
捗率を、庁舎別に、事業費の発生額ベースで示してい
る。

2019(令和元)年度は、千代田消防署と葵 消防署が成
果指標の対象になっているが、進捗率の計算内容に違い
があった。千代田消防署と葵消防署の2つの計算方法の
うち、どちらが適切かと言えば、葵消防署のやり方、つ
まり、工事費用を業務で分けずに総額ベースで計算する
方法である。

担当課は、今後、工事の進捗率の計算を総額ベースで
統一すべきである。

千代田消防署大規模改修については、令和３年２月５日に事業
完了しておりますが、今後、成果指標として工事の進捗率を計算
する際は、予算執行状況を総額ベースに反映させ、工事全体の進
捗状況を正確に示すことができる「工事費用を業務で分けずに総
額ベースで計算する方法」とするものとし、課内でのルール統一
を図りました。

措置済 令和３年度

44

【非常備消防車両
等整備事業】
活動指標と成果指
標について

当事業では、活動指標と成果指標に、いずれも、「災
害対応等の活動に支障となる故障等の発生件数」を掲げ
ている。

当事業の内容は、消防本部と消防署に配備される消防
車両を計画的・効率的に更新していくことであり、年度
単位で更新する車両の台数を活動実績とする方が活動状
況を示すことができる。また、成果指標については、担
当課が、継続的に4年単位で更新計画を策定しているの
で、直近4年間の累計更新台数を成果指標にすることも
考えられる。

車両更新については、第３次静岡市総合計画において４年単位
で事業計画を策定しており、車両の故障状態や予算要求時の財政
事情により毎年見直しを図っています。

直近４年間の累計更新台数を成果指標に設定した場合、毎年の
見直しにより、指標となる更新予定の累計台数が変動することが
想定され、指標としては適当ではないと判断しました。

そこで、同計画を根拠とした予算要求で確定している該当年度
の更新台数を成果指標とし、同指標達成のための具体的な活動と
して、更新に係る仕様書の作成や業者の選定及び中間検査や完成
検査による実地検査等を活動指標とすることにより、該当事業の
目的を達成していくものであります。

措置済 令和３年度

９．消防局　警防課

45

【消防団員確保対
策事業】
支出額の計上につ
いて

事業費には、新入団員を募集するための施策として結
成されたカラーガード隊のメンバーに支給される手当
と、カラーガード隊が行うフラッグ演技の指導を行う講
師に支給される謝金が計上されているが、予算額が実態
に合っていないので、見直すべきである。

事業費2,458千円については、講師謝金720千円及びカラーガー
ド隊員の費用弁償1,738千円を2020（令和２）年度まで同額で予算
計上しています。

しかし、2021（令和３）年度からは、講師謝金は、消防音楽隊
の講師謝金を基に設定したもので同額の720千円を予算計上しまし
たが、費用弁償にあっては隊員数×練習回数×1,900円としていた
ものを、過去の実績を基に参加隊員数（想定）×練習回数×1,900
円に設定し、622千円としました。その結果、予算計上額は2,458
千円から1,116千円減額の1,342千円となり、実乖離を縮小しまし
た。

措置済 令和３年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

46

【消防団員確保対
策事業】
活動指標と成果指
標について

当事業では、活動指標と成果指標に、いずれも「団員
の増員数」を掲げているが、団員の増減数は、結果（＝
成果）であって、新入団員を増やすための努力や活動を
示すものではない。その意味で、活動指標が設定できて
いない。また、団員の増減数は、入団者数と退団者数の
差であるが、これは入団者数をプラスの成果、退団者数
をマイナスの成果としてとらえていることになる。退団
には定年によるものや個人的事情によるものもあり、こ
れらをマイナスの成果として評価するのは、担当者に
とって酷である。その意味で、成果指標も見直しが必要
であると言える。

活動指標については、事業費を計上している以上、カ
ラーガード隊の活動、たとえば、イベントへの参加回数
などを掲げるべきである。当事業では、カラーガード隊
の活動の他にも、消防職員によるイベントでのPR活動や
企業訪問なども行われているが、これらについても、計
画的に目標設定して取り組んでいるのであれば、同様に
検討してもいいのではないかと考える。

成果指標については、まず、現在の団員の年齢から、
定年による退団予定者数を年度別に集計したうえで、団
員の増員数ではなく、入団者数に見直すべきである。

当局において再度検討した結果、退団者の中には一定の割合で
定年以外の事由により退団する者も含まれており、これらの者の
退団を抑制し、団員数を維持することが地域防災力低下防止に欠
かせないことから、新規入隊者の確保にとどまらず離団者の抑制
も含めた包括的な隊員確保の取組を推進していくことが肝要との
結論に改めて至ったため、今後も引き続き団員の増減数を成果指
標としていくこととしました。

また、活動指標には、消防団員確保のための活動である、消防
団応援店の増加数、カラーガード隊による広報活動回数、消防大
学校等での広報活動数及び消防団会議での説明回数を設定するこ
ととしました。
今後も引き続き、消防団員の確保のため、カラーガード隊による

広報活動や大学等への学生団員PR及び企業訪問等を通じて団員募
集活動を継続するなどして、現有団員の環境整備を行い、入団者
数の増加及び退団の抑制を図っていきます。

措置済 令和３年度

10．消防局　指令課

47

【通信指令施設等
管理運営経費(経
常)(政策)、広域管
理 運 営 経 費 ( 経
常)(政策)】
契約書に貼付され
た収入印紙の金額
相違について

契約書に貼付している収入印紙の金額が誤っている事
例が検出された。契約書に不備がないようにするため、
印紙税法に規定されたとおりの金額で印紙を貼付するよ
う周知徹底する必要がある。

本件は、担当係員は印紙が貼付していることは確認したもの
の、金額は業者任せであったため金額のチェックを怠り、他の課
員についても同様に確認を怠っていたことにより発生したもので
す。

契約書に不足していた分の印紙については、貼付させ対応しま
した。

今後、契約書作成に際しては、課内の契約について、それぞれ
の契約の印紙の有無や貼付した印紙の額のほか、再委託関係・暴
力団排除関係の報告書類や請求書などの受領状況、委託料の支払
状況などを一表にしたデータベースを作成することで事務進行を
可視化するとともに、これをもとにした担当者及び係長による契
約書等のダブルチェックを行うことで、再発防止に努めることと
します。

措置済 令和３年度

48

【通信指令施設等
管理運営経費(経
常)(政策)、広域管
理 運 営 経 費 ( 経
常)(政策)】
契約書添付書類の
不足について

契約書に添付する書類が漏れている事例が検出され
た。

結果として委託業務自体は適正に行われているもの
の、契約書類上の不備であり望ましくない。契約書類に
不足や誤りがないようチェックする体制を構築すること
が必要である。

本件は、契約書を丁合する際に落丁していることに担当係員、
委託業者ともに気が付かないまま契約書を作成し、契約締結後に
おいても他の係員も同様に契約書の詳細な確認を怠ったことによ
り発生したものです。

正副の契約書類につきましては、不足していた別表を追加し対
応しました。

今後、契約書の作成を必要とする業務を行う際については、契
約書送付時と受領時に担当係員及び係長にてダブルチェックを行
い誤りのないよう対応します。

措置済 令和３年度
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【通信指令施設等
管理運営経費(経
常)(政策)、広域管
理 運 営 経 費 ( 経
常)(政策)】
再委託に係る必要
書類の未入手につ
いて

再委託に係る必要書類（個人情報保護に関する誓約書
及び再委託契約書の写し）を入手できておらず、契約書
に定められた手続きを実施できていない。再委託の適正
な執行を図るという趣旨から、市は必要書類を確実に入
手し、内容を確認することが必要である。

本件は、委託業者へ再委託先との一連の書類（契約書等の写し
及び個人情報に関する誓約書）を再三要求していましたが、提出
がなされず、担当係員もチェックリスト等を使用した提出状況の
確認をしていなかったため、月日がたち提出されていないことを
失念してしまい、他の係員も提出状況の確認を怠っていたことに
より発生したものです。

再委託の承認後に提出されるべき再委託先との契約書等の写し
及び個人情報に関する誓約書を、委託業者を通じて受領し対応し
ました。

再委託関係書類をはじめとする関係書類（暴力団排除関係の報
告書類や請求書を含む。）の受領状況や、印紙の有無・金額、委
託料の支払状況などを一表にしたデータベースを作成し、事務進
行を可視化することで書類の受領漏れがないように対応します。
なお、データベースでは、契約ごとに必要となる再委託関係書類
とその提出状況も管理しており、個々の契約においてそれぞれ必
要とされる書類の提出状況が漏れなく確認することのできる体制
となっております。

措置済 令和３年度

50

【通信指令施設等
管理運営経費(経
常)(政策)、広域管
理 運 営 経 費 ( 経
常)(政策)】
承認のない再委託
の実施について

市の承認がないまま再委託が行われ、見逃されている
事例が検出された。

契約書に定められた手続きが実施できていない。ま
た、再委託が行われているという事実は、委託先からの
報告書を見れば事後的にでも把握できたはずである。再
委託の適正な執行のため、委託先への周知と担当課によ
る確認を適切に行うことが必要である。

本件は、設備を製造したメーカーに保守点検の業務を委託して
いましたが、委託業者の事業形態の変更等により一部の業務につ
いては、第三者に再委託をしなければ業務を遂行できない業務が
発生していたにも関わらず、前年と同様の契約であったことから
当課が契約時等に再委託等に係る手続について委託業者に周知し
なかったこと、また、委託業者から点検後の報告書類を確認する
際に詳細に係員がチェックしていないため保守点検の一部が再委
託業者により行なわれていた事実に気が付かないことにより発生
したものです。

委託業者及び再委託業者から所定の書類の提出がなされ手続を
行いました。

今後契約時には、再委託の実施の有無について、確認するとと
もに、再委託の有無に関わらず契約案件については、実施報告書
等に記載されている内容に再委託がなされていないかどうか確認
を行い、再委託の事実が確認できた際には適正な対応を行いま
す。なお、確認等の作業は、担当係員及び係長にてダブルチェッ
クを行い誤りのないよう対応します。

措置済 令和３年度
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【通信指令施設等
管理運営経費(経
常)(政策)、広域管
理 運 営 経 費 ( 経
常)(政策)】
広域市町消防事務
委託料に係る請求
額誤りについて

広域市町消防事務委託料として静岡市から各市町への
請求額について、計算誤りにより、各市町への請求額の
集計から漏れていたことが判明した。

結果として少額ではあったものの、協定書に定められ
た条件どおりに請求ができておらず望ましくない。原因
は単純な計算ミスであり、誤りの金額がさらに大きく
なっていた可能性もあることも考えると、二重チェック
などの適切な体制を整備することが必要である。

広域市町消防委託料の各市町への請求額は、あらかじめ所定の
データを表計算ソフトに入力し、その計算結果を基に決定してい
ます。今回指摘のあった各市町への請求額の誤りは、臨時に発生
した新規項目に係るデータを表計算ソフトに加えた際、数式の入
力を誤り当該データが請求額に反映されていなかったことと、計
算結果の確認を怠ったことにより発生したものです。

本件の不備について、まず、令和２年度委託料は誤りを修正し
た上で本来の請求額と既請求額との差額を各市町に請求し、令和
３年５月には納付を受けました。

今後、請求に関する書類を作成する際には、データの入力状況
や数式を担当職員及び係長でダブルチェックし、特に新規項目に
ついては職員間での情報共有を確実に行うこととします。さら
に、書類作成後も同様に、改めてデータの入力状況や数式を複数
職員により確認していくこととします。

措置済 令和３年度

11．消防局　救急課

52

【 消 防 ヘ リ コ プ
タ ー 維 持 管 理 事
業】
委託・請負等の契
約について

消防ヘリコプター修繕業務契約及び消防ヘリコプター
点検整備委託業務において、業務内容の一部について再
委託が行われているが、再委託に係る必要書類を入手で
きておらず、「委託業務等契約及び各種契約事務マニュ
アル」に定められた手続きを実施できていない。再委託
の適正な執行を図るという趣旨から、市は必要書類を確
実に入手し、内容を確認することが必要である。

必要書類の未収受について、受領した書類の確認漏れが主な原
因と考えており未収受であった書類につきましては、受託先から
受領しております。

この指摘を踏まえ、担当者に正副２名を指名し、事務執行前に
契約事務マニュアル等に定められた手続を再確認させ、必要書類
の未収受がないよう、一件書類として簿冊管理のうえ、確認作業
（二重チェック等）の徹底及び事務手続に係る必要書類のリスト
を作成して、これを簿冊の目次として添付し、再発防止及び適正
な事務の執行に努めます。

措置済 令和３年度

53

【 消 防 ヘ リ コ プ
タ ー 維 持 管 理 事
業】
消防ヘリコプター
の更新に関する検
討について

担当課では、消防ヘリコプターの更新計画の素案は検
討し、消防局・市へ説明を行っているが、機体の更新に
は多額の費用を要するため、正式に機体更新に関する検
討をする段階に至っていない。

現行機体の経年劣化による修繕費の増加や今後の大掛
かりな修繕・部品交換への対応のことも考えると、消防
局・市は、今後も消防ヘリコプターの更新に関する検討
を積極的に進めるべきである。

消防ヘリコプターの更新については、現機体の飛行時間や製造
からの経過年数等を踏まえ、本市に必要な性能を有する新機体の
導入に向け、令和４年５月９日に本市職員で構成する「静岡市消
防ヘリコプター機体更新検討委員会」を設置し、令和８年度から
新機体による運航を開始する方針で具体的な検討を進めていま
す。

なお、関係機関（静岡県及び浜松市）との調整については、令
和４年11月18日に県内の運航体制等について協議する検討会を開
催しており、今後も関係機関と調整を行いながら、本市の機体更
新に係る検討を進めていきます。

措置済 令和４年度
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12．上下水道局　水道総務課・水道管路課

54

【災害時活動拠点
の整備】
成果指標について

当事業では、災害時に給水を可能な限り確保するた
め、耐震性貯水槽の設置を行っており、成果指標は、
「災害時、1週間に必要となる水を供給できる人数」と
し、災害時に必要な水の量を1人当たり21リットル（1日
3リットル×7日分）として、設置している耐震性貯水槽
の総容量で何人分供給できるのかを計算している。

しかし、市が最終的に何人分の水を確保する目標を設
定しているのか明確にしていないため、当事業が目標に
対して、どれだけのレベルに達しているのか、あと、ど
のくらい当事業を続けていく必要があるのかがわからな
い。

災害時における水の確保の重要性は言うまでもない。
市が考える、市として用意すべき水の量(目標)に対し
て、当事業がどれだけのレベルに達しているのかを示す
ような成果指標を追加すべきである。そのためには、ま
ず市が何人分の水を確保するべきなのかという目標を設
定する必要がある。

現在、本市では、東日本大震災の経験や南海トラフ巨大地震の
被害想定などから、大規模地震被害に伴う断水に備え、「自助」
として市民の役割である １人１日３リットル７日分（21リット
ル）を目標に備蓄をお願いしています。また、水道事業では断水
が長期化し、他都市等の応援給水の確保が難しい場合に備え、補
完的役割として耐震性貯水槽による「共助」支援のための飲料水
確保に努めています。

本監査では、水道事業が確保する水の量（人数）を目標として
設定すべきとの御指摘を頂いておりますが、大規模災害時には、
被災状況や範囲により、市民の皆さんが備蓄した飲料水を持ち出せる
量や、応援に来られる他都市の応急給水の規模や応援の時期も変動
するため、事前に確保すべき水量（人数）の算定は困難と考えていま
す。
そこで、当事業の最終目標は、市が何人分の水を確保すべきかにつ
いてではなく、整備する給水拠点の数とし、当面の目標として、本市地
域防災計画で定める給水拠点の優先度が、Aランクに設定されている
71箇所の整備を進めていく方針です。

措置済 令和４年度
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【災害時活動拠点
の整備】
事業の方向性につ
いて

当事業は、限られた財源を有効活用する観点において
も重要な要素となる「自助」と「共助」のバランスを考
慮した事業の最終的な到達目標が明確化されていない。

今後の事業推進にあたっては、発災時の現実的な対応
を踏まえて市が果たすべき役割を再考し、さらに東日本
大震災以降に向上している地域防災力や防災・減災分野
における最新の知見や技術革新、既存の水道施設の有効
活用などの視点を取り入れて事業方針の見直しを進め、
「水の備え」に対する「自助」「共助」「公助」の役割
分担を明確にした上で、最終的な到達目標を市民にわか
りやすく示していくべきである。その上で、当事業につ
いては、できるだけ短期間で最終的な到達目標の達成を
果たし、その分の予算を、「自助」や「共助」ではでき
ないインフラ設備系の防災事業に振り向けていくべきで
ある。

水の備えに対する「自助」「共助」「公助」の役割分担を再考
すべきという御指摘についてですが、それぞれの役割について、
本市の地域防災計画では、「公助」として、市には平常時から災
害時においても給水を確保できるよう施設等の整備に努めること
や、災害発生後は給水の復旧に向けた迅速な対応をすること、
「共助」として、自主防災組織等の協力を得て、応急給水等の飲
料水の供給を実施すること、そして、「自助」として、市民は1人
1日３リットル７日分（21リットル）の水量確保をすることが求め
られています。

災害時活動拠点の整備事業は、このうちの「共助」の支援のた
めに行っているものではありますが、災害時に避難所へ水を持参
できない市民に対して、必要な水を供給するためのものであり、
このことも市の責務であると認識しています。この点について
は、食糧の確保の考えと相違はありません。

また、当事業の最終的な到達目標を明確化すべきという御指摘
についてですが、大規模災害時には、被災状況や範囲により、市
民の皆さんが備蓄した飲料水を持ち出せる量や、応援に来られる
他都市の応急給水の規模や応援の時期も変動することから、現時
点では、最終的な目標は設定せず、当面の目標として、本市地域
防災計画で定める給水拠点の優先度が、Aランクに設定されている
71箇所の整備を進めていく方針です。

なお、整備の方法については、従来の耐震性貯水槽の設置を中
心とした整備から、より効果的・経済的な手法であり、かつ、公
助として行うべき管路の耐震化の整備状況とも進捗を合わせられ
る、既存の耐震化された水道管路に貯留された水道水を活用する
方法等の導入に転換していきます。

措置済 令和４年度
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13．上下水道局　下水道維持課

56

【下水道管の耐震
化】
事業の計画目標と
事業評価について

当事業は、総延長474.2㎞の重要な下水道管を計画
的・段階的に耐震化させていく事業であるが、第4次静
岡市上下水道事業中期経営計画の期間に合わせて、
2019(令和元)年度から2022(令和4)年度までの4年間を1
つの区切りとして、事業計画を策定している。市のホー
ムページで公表されている2019(平成31)年3月に策定さ
れた第4次静岡市上下水道事業中期経営計画で示されて
いる目標と、初年度である2019(令和元)年度の事務事業
総点検表の中で事業内容と活動指標に示されている目標
が一致していない。

違いはわずかではあるが、外部に公表している計画目
標と事業評価をするときの目標が食い違っているのは適
切ではない。今回のように、計画期間中の途中で改訂が
ある場合などについては、見直し後の情報をわかりやす
く示し、他の公表データとの整合性を保てるように公表
方法を検討すべきである。

計画期間中の途中で改訂がある場合などについては、見直し後
の情報をわかりやすく示し、他の公表データとの整合性を保てる
ように公表方法を検討すべき、との指摘に対し、この件に関して
下水道部をとりまとめる下水道計画課が、最新の目標値に改訂し
た第４次中期経営計画【改訂版】をホームページ上に掲載しまし
た。

なお、今後、目標値を見直す場合には、目標値を見直した資料
へのリンクを貼り、そこをクリックすることで最新の目標値が確
認できるようにします。

措置済 令和３年度

14．上下水道局　下水道建設課・下水道施設課

57

【下水道施設の津
波対策】
事業区分の見直し
について

当事業には、下水道建設課が担当する管路事業項目と
下水道施設課が担当する施設事業項目の2つがあるが、
公表されている上下水道事業中期経営計画でも事務事業
総点検表でも活動指標と成果指標を管路事業項目と施設
事業項目で明確に分けておらず、片方だけの設定や、資
料間で整合していない標記になっている。

この点については、既に2020(令和2)年8月に上下水道
事業経営協議会の承認を得て、「第4次中期経営計画
事務事業評価(進行管理)シート」で、管路事業項目と施
設事業項目で活動指標・成果指標を明確に分けて設定す
るような見直しが行われているので、実質的には解決し
ていることを確認した。

ただし、ホームページ上では、見直し前の第4次中期
経営計画が掲示されたままであり、上記の見直し後の
「第4次中期経営計画 事務事業評価(進行管理)シー
ト」は上下水道経営協議会の会議内容に添付されている
ものの、その存在自体が非常にわかりにくくなってい
る。今回のように、計画期間中の途中で改訂がある場合
などについては、見直し後の情報をわかりやすく示すよ
うに公表方法を検討すべきである。

計画期間中の途中で改訂がある場合などについては、見直し後
の情報をわかりやすく示すように公表方法を検討すべき、との指
摘に対し、この件に関して下水道部をとりまとめる下水道計画課
が、最新の目標値に改訂した第４次中期経営計画【改訂版】を
ホームページ上に掲載しました。

なお、今後、目標値を見直す場合には、目標値を見直した資料
へのリンクを貼り、そこをクリックすることで最新の目標値が確
認できるようにします。

措置済 令和３年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

15．上下水道局　下水道計画課

58

【 内 水 ハ ザ ー ド
マップの作成・公
表】
成果指標（効果の
測定）について

当事業は、2019(令和元)年度に、事業の主目的であ
る、内水ハザードマップの作成・公表を完了させてい
る。担当課では、次のステップとして、内水ハザード
マップの理解・活用の促進を図るという視点で、活動指
標に出前講座・説明会などの実施数を掲げ、成果指標に
も市民の理解度を掲げた点は、評価できる。しかし、ア
ンケート調査は、質問方法によって回答結果がかなり意
図的に誘導できてしまうものであり、市民の理解度とす
るには集計の仕方に適切ではない点が多く、見直すべき
である。

「内水ハザードマップの作成・公表」の評価指標（成果指標）
としている「市民理解度」については適切ではない点が多く見直
すべき、との指摘に対し、令和３年度より策定作業を進めてきた
第５次上下水道事業中期経営計画（Ｒ５～８）では、「内水ハ
ザードマップの周知」を活動指標に合わせた成果指標とするため
指摘事項を踏まえ検討を行った結果、「市民理解度」を「出席者
理解度」 とします。

また、今後の出前講座はこれまでの自治会や学校などからの講
師派遣の要請に加え、下水道計画課が主体となり生涯学習施設と
の共催事業として年15回計画しています。

なお、引き続き、関連イベントやホームページ、広報紙などを
活用して、より多くの市民の皆さんへ内水ハザードマップの周知
に努めていきます。

措置済 令和４年度

16．教育局　教育施設課

59

【小中学校校舎大
規模改修事業】
工事対象となる学
校の選定について

市内には、市の基準（耐震性能ランクⅠｂ）を満たし
ていない学校が約40棟残っているが、工事を行う学校の
選定プロセスやその理由については文書化されておら
ず、今後、工事を行っていく学校の順番もおおまかにし
か決められていない。
学校以外の建物については2026(令和8)年度末までに市
基準耐震化率100％にする計画を立てている一方で、学
校については、具体的な工事の順番も、いつ頃までに市
基準耐震化率100％を達成するのかというゴール目標も
設定していない、というのは、「できる範囲でしかやら
ない」と言っているのと同じであり、市の方針がダブル
スタンダードになっていて整合性に欠けると言わざるを
得ない。現状の枠組みの中で進めるのであれば、学校に
ついても、工事計画を策定し、ゴール目標も設定すべき
である。

静岡市公共建築物耐震対策計画では、一般公共施設と学校施設
を区分し、学校施設における耐震化目標を「学校施設の耐震性能
ランクⅡは建築基準法の基準（Ⅰs 値0.6 以上）を割増した文部
科学省基準（Ⅰs 値0.7 以上）を確保していることから、順次、
アセットマネジメントを踏まえた大規模改修等に合わせて耐震対
策を行い、市基準耐震化率100％を目指す。」こととし、具体的な
目標期間を定めておりません。

これは、全ての学校施設が、児童生徒の安全を守るために必要
な耐震性能（文部科学省基準）を満たしており、また、同一敷地
内に被災後も使用可能な耐震性能（耐震性能ランクⅠ）を満たす
建物が確保されていること、老朽化により施設の更新を着実に
行っていく必要があること、学校統合や学習様式の変化に見合っ
た施設の見直しが必要であることなどから、個々の学校の状況を
見据え、より効果的かつ経済的な時期を捉え、大規模改修等に合
わせて耐震対策を行っていくこととしたものです。

「工事計画を策定し、ゴール目標も設定すべき」とのご指摘に
つきましては、このような状況を踏まえ、令和３～４年度に進め
られる第４次静岡市総合計画の策定において、総合計画上の位置
づけや目標設定等について関係課との協議を進めてまいります。

未措置



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

17．建設局　技術政策課

60

【完成図書チェッ
クリストの見直し
について】

工事等の完了確認資料ファイルの表紙に「完成図書
チェックリスト」（以下、「チェックリスト」とい
う。）を綴じ、工事業者が作成した工事完成確認書類に
対して、必要書類に漏れなどがないかどうかをチェック
し、工事完成確認書類にも内容をチェックした証跡が
残っている。しかし、チェックリストには、日付や実施
者の記述がなく、誰が、いつチェックしたのか、また、
それを上席者が確認したのかどうかもわからないので、
実施者と査閲者の欄を作って、チェック業務の証跡とし
て残すのが望ましい。

また、チェックリストの中の「品質管理（試験）」と
「品質証明・出荷証明」の項目を空欄にしてあり、内容
は手書きで、「別紙参照」とし、業者が作成する書類の
目次をそのまま別紙としているものが検出されたが、こ
の方法では、チェックリストに事前にチェックすべき項
目を列挙しておき、それを確認していくことで漏れがな
いかどうかを検証する、という機能が損なわれてしまう
ため、運用について、見直す必要がある。

令和元年度分の「完成図書チェックリスト」の指摘に対し、令
和３年５月１日以降に完成する案件については、実施者と査閲者
の欄を作って、チェック業務の証跡とするよう、「完成図書
チェックリスト」を修正しました（令和３年４月19日関係課通知
済）。

また、品質管理（試験）の項目が空白である箇所があるなど、
チェックリストにも修正すべき内容が出てきたことから、品質管
理（試験）にて盛土材や路盤材、アスファルト合材の現場密度試
験やコンクリートの圧縮強度試験の項目を列挙するなど、令和元
年度末（令和２年３月）に改定版を作成し、実施課へ通知してお
り、現在は改定版を使用しております。

措置済 令和３年度


